
下 水 道 事 業 会 計 予 算 書



　（総則）

　（業務の予定量）

（１） 人

（２） ㎥

（３） ㎥

（４）

千円

千円

千円

千円

　（収益的収入及び支出）

第１款 千円

第１項 千円

第２項 千円

第１款 千円

第１項 千円

第２項 千円

　（資本的収入及び支出）

第１款 千円

第１項 千円

第２項 千円

第３項 千円

第４項 千円

第１款 千円

第１項 千円

第２項 千円

15,013

建 設 改 良 費

補 助 金 及 び 補 償 金

出 資 金

企 業 債

下水道事業資本的支出

下 水 道 事 業 費 用

営 業 費 用

営 業 外 費 用

負 担 金

下水道事業資本的収入

農 業 集 落 排 水 事 業

管 渠 整 備 費

処 理 場 整 備 費

下 水 道 事 業 収 益

営 業 収 益

　　　　　支　　　　　　　　　　出

営 業 外 収 益

　　　　　収　　　　　　　　　　入

水 洗 化 人 口

年 間 総 排 水 量

一 日 平 均 排 水 量

主 要 な 建 設 改 良 事 業

公 共 下 水 道 事 業

17,553

10,000

17,935

流域下水道建設負担金

償 還 金

第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める(資本的収入額が資本的支出

151,716

116,109

62,000

477,029

　10,862千円、過年度分損益勘定留保資金 95,219千円、当年度分損益勘定留保資金

　35,849千円で補てんするものとする。）。

1,021,902

　額に対し不足する額 141,930千円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額

18,457

2,000,670

621,436

　　　　　収　　　　　　　　　　入

323,988

945,424

管 渠 整 備 費

平 成 ２ ９ 年 度 新 城 市 下 水 道 事 業 会 計 予 算

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

第１条　平成２９年度新城市下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

5,481

618,959

165,951

905,793

　　　　　支　　　　　　　　　　出

211,439

248,300

407,520
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　（企業債）

第５条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

　（一時借入金）

第６条　一時借入金の限度額は、200,000千円と定める。

　（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第７条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

（１）予定支出の各項に不足が生じた場合における各項間の流用

　（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第８条　次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、

　又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならな

　い。

　 （１） 千円

　（他会計からの補助金）

第９条　下水道事業助成等に充当するため、一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、

　64,656千円である。

新城市長　穂　積　亮　次

計 248,300

127,800 

証券発行

償　還　の　方　法

千円

　政府資金については、その融
資条件により、銀行その他の場
合にはその債権者と協定するも
のによる。
　ただし、企業財政の都合によ
り据置期間及び償還期限を短縮
し又は繰上償還若しくは低利に
借換えすることができる。

下水道整備事業

120,500 

限 度 額

75,286

普通賃借

又は

起債の方法 利　　率

資本費平準化債

　平成２９年２月２３日　提出

起 債 の 目 的

4.0％以内
（ただし、利
率見直し方式
で借り入れる
政府資金及び
地方公共団体
金融機構資金
について、利
率の見直しを
行った後にお
いては、当該
利率見直し後
の利率）

職員給与費
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下 水 道 事 業 会 計 予 算 説 明 書

 



予　定　額 備考

1 千円

945,424

1 営 業 収 益 323,988

1 下 水 道 収 益 316,887

2 他 会 計 負 担 金 7,033

99 その他営業収益 68

2 営 業 外 収 益 621,436

1 受 取 利 息 1

2 他 会 計 負 担 金 151,750

3 他 会 計 補 助 金 64,656

5 県 補 助 金 14,080

7 長期前受金戻入 385,450

8 資本費繰入収益 5,497

9 雑 収 益 2

予　定　額 備考

1 千円

1,021,902

1 営 業 費 用 905,793

1 汚 水 管 渠 費 49,450

2 汚 水 処 理 場 費 103,846

3 流域下水道維持 80,187

管 理 負 担 金

5 業 務 費 26,693

6 総 係 費 42,624

7 減 価 償 却 費 596,359

8 資 産 減 耗 費 6,634

2 営 業 外 費 用 116,109

1 支 払 利 息 115,232

2 消 費 税 877

平成２９年度新城市下水道事業会計予算実施計画

収益的収入及び支出

収　　　入

支　　　出

下水道事業収益

目

款

款

項 目

項

下水道事業費用
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予　定　額 備考

1 千円

477,029

1 負 担 金 15,013

1 受益者負担金等 14,533

2 他 会 計 負 担 金 480

2 補 助 金 及 び 62,000

補 償 金 1 国 庫 補 助 金 55,000

4 補 償 金 7,000

3 出 資 金 151,716

1 出 資 金 151,716

4 企 業 債 248,300

1 建設改良等の財源に 127,800

充てるための企業債

3 資本費平準化債 120,500

予　定　額 備考

1 千円

618,959

1 建 設 改 良 費 211,439

1 管 渠 整 備 費 175,951

2 処 理 場 整 備 費 17,935

3 流域下水道建設負担金 17,553

2 償 還 金 407,520

1 償 還 金 407,520

資 本 的 支 出

下 水 道 事 業

資 本 的 収 入

目

款 項 目

支　　　出

下 水 道 事 業

款 項

資本的収入及び支出

収　　　入
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（単位：千円）

Ⅰ　業務活動によるキャッシュ・フロー

　　　当年度純利益（△は損失） △ 86,463

　　　減価償却費 596,359

　　　貸倒引当金の増減額（減少は△） 448

　　　賞与引当金の増減額（減少は△） 2,148

　　　法定福利費引当金の増減額（減少は△） 657

　　　長期前受金戻入額 △ 385,450

　　　資本費繰入収益 △ 5,497

　　　受取利息及び受取配当金 △ 1

　　　支払利息 115,232

　　　固定資産除却費 6,634

　　　未収金の増減額（増加は△） 2,586

　　　破産更生債権等の増減額（増加は△） △ 428

　　　未払金の増減額（減少は△） 14,274

　　　　　小計 260,499

　　　利息及び配当金の受取額 1

　　　利息の支払額 △ 115,232

　　  業務活動によるキャッシュ・フロー 145,268

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

　　　有形固定資産の取得による支出 △ 234,433

　　　無形固定資産の取得による支出 △ 16,253

　　　国庫補助金等による収入 72,340

　　　一般会計からの繰入金による収入 5,497

　　　工事負担金による収入 15,013

　　　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 157,836

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　　建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 248,300

　　　建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 407,520

　　　他会計からの出資による収入 151,716

　　　財務活動によるキャッシュ・フロー △ 7,504

Ⅳ　資金増加(減少)額 △ 20,072

Ⅴ　資金期首残高 129,044

Ⅵ　資金期末残高 108,972

平成２９年度新城市下水道事業

予定キャッシュ・フロー計算書

（平成29年4月1日から平成30年3月31日まで）
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１  総　　括

(人) (人) (千円) (千円) (千円) (千円)

(  )

7 26,252 17,752

(  )

3 12,076 6,580

(  )

10 38,328 24,332

(  )

4 11,168 7,359

(  )

4 15,914 9,120

(  )

8 27,082 16,479

(  )

3 15,084 10,393

(  )

△ 1 △ 3,838 △ 2,540

(  )

2 11,246 7,853

＊(　　)は、短時間勤務職員の数を外書きしたもの。

7,853△ 324

給 与 費 明 細 書

本

年

度

前

年

度

比

較

合 計

損 益 勘 定
支 弁 職 員

資 本 勘 定
支 弁 職 員

前 年 度

区 分

本 年 度

合 計

資 本 勘 定
支 弁 職 員

合 計

夜 間 勤 務
手 当

職

員

手

当

等

の

内

訳

比 較

区 分

比 較

資 本 勘 定
支 弁 職 員

(千円)

損 益 勘 定
支 弁 職 員

18,656

18,527

比 較

前 年 度

本 年 度

管 理 職
手 当

扶 養
手 当

(千円) (千円)

期 末
手 当

勤 勉
手 当

2,639

1,101

1,538

1,621

1,014

607

(千円)(千円)

10,250 6,882

52,515

5,158

3,768

3,700

損 益 勘 定
支 弁 職 員

区 分

職 員 数 給 与 費

特別職 一般職

8,926

合 計

(千円)

計

52,930

職 員
手当等

法 定 福 利 費報 酬 給 料 賃 金

44,004

(千円)

4

(千円)

4

地 域
手 当

8,954

△ 1,486

22,356

22,295

30,220

22,771

62,660 12,626

19,099

25,034

43,561

25,477

△ 6,378

5,186

3,672

75,286

30,635

△ 7,864

2,409

退 職
手 当

945

時 間 外 勤 務
手 当

(千円) (千円)

1,550

1,361

3,060

7,190 4,473

765

395

370 189

通 勤
手 当

特 殊 勤 務
手 当

(千円)

住 居
手 当

(千円)

区 分

本 年 度

前 年 度

(千円)(千円)

管 理 職 員
特別勤務手当

(千円)

(千円)

休 日 勤 務
手 当

(千円)

24,332

児 童
手 当

単 身 赴 任
手 当

(千円)

16,479

計

宿 日 直
手 当

(千円)

621

(千円)
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２　給料及び職員手当等の増減額の明細

給料

・給料の改定率　0.21%

・給料改定実施時期　平成28年4月

扶養手当 配偶者 子 父母等

見直し前 13,000円 6,500円 6,500円

見直し後 10,000円 8,000円 6,500円

勤勉手当　6月期 12月期

改定前 　0.800月 0.800月

改定後 　0.850月 0.850月

３　給料及び職員手当等の状況

(１)  職員１人当たり給与

＊短時間勤務職員を除く。

(２)　初任給

平成 29年 1月 1日 現在

平均給料月額(円) 294,450

平均給与月額(円) 328,746

平 均 年 齢 (歳) 38.42

区 分
増 減 額 増 減 事 由 別 内 訳

説 明

職　員
手当等

給与改定に
伴う増減分

1,101

勤勉手当支給率改定
に伴う増加分

7,853

職員の異動等に伴う
増減分

72千円

職員の異動等に伴う
増減分

昇給に伴う
増加分

426

その他の増
減分

10,740

扶養手当支給額見直
しに伴う増加分

給与改定に
伴う増減分

1,029千円

備 考
(千円) (千円)

80

11,246

その他の増
減分

6,752

平 均 年 齢 (歳)

異動・その他

6,752千円

平均昇給率 1.12%

異動･その他

146,100

短 大 卒

事 務 ･ 技 術 職区 分

158,800 158,800

一 般 行 政 職 ( 円 )

平均給与月額(円)平成 28年 1月 1日 現在

276,825

314,266

36.67

平均給料月額(円)

大 学 卒 178,200 178,200

高 校 卒 146,100

区 分 事 務 ・ 技 術 職 ( 円 )

国 の 制 度
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(３)　級別職員数

※（　）は、短時間勤務職員の数及び構成比を外書きしたもの。

※構成比は小数点以下第2位を四捨五入してあるので、その合計が100%にならない場合がある。

　(級別の標準的な職務内容)

行 政 職 給 料 表 （ 一 ）

事 務 ･ 技 術 職

部長、理事、事務局長、消防長の職務

計
(      ) (      )

8 100.0 

(      )

1 12.5 

2 級
(      ) (      )

3 級
(      ) (      )

1 12.5 

8 100.0 

1 級

1 級
(      ) (      )

2 25.0 

3 級
(      ) (      )

2 25.0 

2 級
(      ) (      )

1 12.5 

(      ) (      )

4 級
(      ) (      )

1 12.5 

行 政 職 給 料 表 （ 一 ）

事 務 ･ 技 術 職
級

区 分

6 級

5 級

計
(      ) (      )

区          分
職 員 数 構 成 比

(人) (％)

平 成 29 年 1 月 1 日 現 在

7 級
(      ) (      )

6 級
(      ) (      )

2 25.0 

5 級

4 級
(      ) (      )

1 12.5 
平 成 28 年 1 月 1 日 現 在

7 級
(      ) (      )

6 級
(      ) (      )

1 12.5 

5 級
(      )

(      ) (      )

2 25.0 

2 25.0 

係長、主査、主査保育士、主査教諭の職務

主任、主任保育士、主任教諭の職務

特に高度の知識又は経験を必要とする業務を行う職務

定型的な業務を行う職務

1　副部長、総合支所長、会計管理者、自治振興事務所長、消防次長、課長、室
長、所長、参事、事務長、指導保育士、指導教諭の職務
2　高度の知識又は経験を必要とする園長の職務

副課長、副室長、副所長、副参事、副事務長、園長、副園長の職務

7 級

4 級

3 級

2 級

1 級
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(４)　昇給

1号給(人)

2号給(人)

3号給(人)

4号給(人)

6号給(人)

8号給(人)

1号給(人)

2号給(人)

3号給(人)

4号給(人)

6号給(人)

8号給(人)

※（　）は、短時間勤務職員の数及び構成比を外書きしたもの。

※構成比は小数点以下第2位を四捨五入してあるので、その合計が100%にならない場合がある。

(５)　期末手当・勤勉手当

6 月 12 月 支 給 率 計

(月分) (月分) (月分)

( 1.050) ( 1.200) ( 2.250)

2.075 2.225 4.300

( 1.025) ( 1.175) ( 2.200)

2.025 2.175 4.200

( 1.050) ( 1.200) ( 2.250)

2.075 2.225 4.300

＊(　　　)は、短時間勤務職員の支給率。

有

合 計 事務･技術職

8

8

100.00

8

100.00

備　考

有

支 給 期 別 支 給 率
職制上の段階､
職 務 の 級 等
による加算措置

区 分

前 年 度

有

区 分

比　率　(B)/(A)(%)

昇給に係る職員数(B)(人)

職　員　数　(A) (人)

前

年

度

比　率　(B)/(A)(%)

本

年

度

職　員　数　(A) (人)

号給数別内訳

90.00 90.00

8

9

8

8

号給数別内訳

一 般 会 計
の 制 度

本 年 度

10 10

昇給に係る職員数(B)(人) 9 9

9
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(６)　定年退職及び早期退職に係る退職手当

(月分) (月分) (月分) (月分)

(７)　その他の手当

住 居 手 当 同 じ

区 分 差 異 の 内 容

扶 養 手 当

一 般 会 計 の 制 度
と の 異 同

同 じ

地 域 手 当

通 勤 手 当 同 じ

同 じ

・定年前早期退
　職特例措置
・調整額

一 般 会 計
の 制 度

( 支 給 率 等 )
25.55625 34.5825 49.5900 49.5900

そ の 他 の
加 算 措 置 等

備 考

支 給 率 等 25.55625 34.5825 49.5900 49.5900
・定年前早期退
　職特例措置
・調整額

区 分

20 年 勤 続
の 者

25 年 勤 続
の 者

35 年 勤 続
の 者

最 高 限 度

- 10 -



1

(1)

イ 土 地 194,094

ロ 建 物 795,388

減価償却累計額 △ 41,198 754,190

ハ 構 築 物 16,338,106

減価償却累計額 △ 876,602 15,461,504

ニ 機械及び装置 975,353

減価償却累計額 △ 202,999 772,354

ホ 車 両 運 搬 具 472

減価償却累計額 △ 425 47

ヘ 工具器具及び備品 520

減価償却累計額 △ 245 275

ト 建 設 仮 勘 定 93,358

17,275,822

（2）

イ 施 設 利 用 権 795,951

795,951

（3）

イ 出 資 金 1,046

ロ 破産更生債権等 2,537

貸 倒 引 当 金 △ 2,537 ―

1,046

18,072,819

2

(1) 108,972

(2) 63,695

　 △ 355 63,340

　 172,312

　 18,245,131

　流　動　資　産

現 金 預 金

平成２９年度新城市下水道事業予定貸借対照表

（平成30年3月31日）

（単位：千円）

資　産　の　部

　固　定　資　産

有形固定資産

有形固定資産合計

無形固定資産

無形固定資産合計

投資その他の資産

投資その他の資産合計

固 定 資 産 合 計

未 収 金

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

貸 倒 引 当 金
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3

(1)

イ 建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債 5,915,092

5,915,092

5,915,092

4

(1)

イ 建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債 407,295

407,295

(2) 75,111

(3)

イ 賞 与 引 当 金 4,995

ロ 法定福利費引当金 1,318

6,313

488,719

5

（1） 12,177,384

（2） △ 762,352

11,415,032

17,818,843

6 403,892

7

(1)

イ 県 補 助 金 36,631

ロ 他会計補助金 144,672

181,303

(2) 　

イ 当年度未処理欠損金 158,907

158,907

22,396

426,288

18,245,131

負　債　の　部

企 業 債 合 計

　固　定　負　債

企 業 債

固 定 負 債 合 計

　流　動　負　債

企 業 債

未 払 金

引 当 金

企 業 債 合 計

引 当 金 合 計

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益 合 計

　繰　延　収　益

長 期 前 受 金

収 益 化 累 計 額

負 債 合 計

資　本　の　部

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

利 益 剰 余 金

　資　本　金

　剰　余　金

資 本 剰 余 金

資本剰余金合計

欠 損 金 合 計
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1

(1) 286,661

(2) 11,747

(3) 55 298,463

2

(1) 27,846

(2) 75,021

(3) 72,321

(4) 19,854

(5) 21,723

(6) 595,300

(7) 491 812,556

514,093

3

(1) 1

(2) 172,944

(3) 1,785

(4) 17,919

(5) 383,410

(6) 5,149

(7) 2 581,210

4

(1) 124,451

(2) 8,656 133,107 448,103

65,990

5

(1) 6,454 6,454 △ 6,454

72,444

72,444

平成２８年度新城市下水道事業予定損益計算書

（平成28年4月1日から平成29年3月31日まで）

（単位：千円）

営 業 収 益

下 水 道 収 益

他 会 計 負 担 金

そ の 他 営 業 収 益

営 業 費 用

汚 水 管 渠 費

汚 水 処 理 場 費

流域下水道維持管理負担金

業 務 費

総 係 費

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

営 業 損 失

営 業 外 収 益

受 取 利 息

他 会 計 負 担 金

他 会 計 補 助 金

県 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

資 本 費 繰 入 収 益

雑 収 益

特 別 損 失

営 業 外 費 用

支 払 利 息

経 常 損 失

雑 支 出

当 年 度 未 処 理 欠 損 金

そ の 他 特 別 損 失

当 年 度 純 損 失
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1

(1)

イ 土 地 194,094

ロ 建 物 795,388

減価償却累計額 △ 20,599 774,789

ハ 構 築 物 16,233,417

減価償却累計額 △ 438,235 15,795,182

ニ 機械及び装置 964,966

減価償却累計額 △ 101,499 863,467

ホ 車 両 運 搬 具 472

減価償却累計額 △ 212 260

ヘ 工具器具及び備品 520

減価償却累計額 △ 122 398

ト 建 設 仮 勘 定 25,551

17,653,741

（2）

イ 施 設 利 用 権 815,255

815,255

（3）

イ 出 資 金 1,046

ロ 破産更生債権等 2,109

貸 倒 引 当 金 △ 2,109 ―

1,046

18,470,042

2

(1) 129,044

(2) 76,621

　 △ 335 76,286

　 205,330

　 18,675,372

　流　動　資　産

現 金 預 金

平成２８年度新城市下水道事業予定貸借対照表

（平成29年3月31日）

（単位：千円）

資　産　の　部

　固　定　資　産

有形固定資産

有形固定資産合計

無形固定資産

無形固定資産合計

投資その他の資産

投資その他の資産合計

固 定 資 産 合 計

未 収 金

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

貸 倒 引 当 金
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3

(1)

イ 建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債 6,074,087

6,074,087

6,074,087

4

(1)

イ 建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債 407,520

407,520

(2) 108,546

(3)

イ 賞 与 引 当 金 3,349

ロ 法定福利費引当金 616

3,965

520,031

5

（1） 12,103,218

（2） △ 382,999

11,720,219

18,314,337

6 252,176

7

(1)

イ 県 補 助 金 36,631

ロ 他会計補助金 144,672

181,303

(2) 　

イ 当年度未処理欠損金 72,444

72,444

108,859

361,035

18,675,372

負　債　の　部

企 業 債 合 計

　固　定　負　債

企 業 債

固 定 負 債 合 計

　流　動　負　債

企 業 債

未 払 金

引 当 金

企 業 債 合 計

引 当 金 合 計

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益 合 計

　繰　延　収　益

長 期 前 受 金

収 益 化 累 計 額

負 債 合 計

資　本　の　部

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

利 益 剰 余 金

　資　本　金

　剰　余　金

資 本 剰 余 金

資本剰余金合計

欠 損 金 合 計
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注記

Ⅰ 重要な会計方針

１ 固定資産の減価償却の方法

（１）有形固定資産（リース資産を除く。）

・減価償却の方法 定額法

・主な耐用年数

建物 20年～50年

構築物 12年～50年

機械及び装置 2年～20年

車両及び運搬具 1年

工具器具及び備品 4年

（２）無形固定資産

・減価償却の方法 定額法

２ 引当金の計上方法

（１）退職給付引当金

（２）賞与引当金

（３）法定福利費引当金

（４）貸倒引当金

３ 消費税及び地方消費税の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。

Ⅱ 予定貸借対照表関連

１ 企業債の償還に係る他会計の負担

Ⅲ セグメント情報の開示

１ 報告セグメントの概要

　新城市下水道事業は、公共下水道事業、農業集落排水事業、地域下水道事業を運営してお
り、各事業で運営方針等を決定していることから、公共下水道事業、農業集落排水事業、地
域下水道事業の３つを報告セグメントとしている。
　なお、各報告セグメントに属する事業の内容は以下のとおりである。

　職員の退職手当は、「職員の退職手当に係る取扱いに関する覚書」に基づき、一般会
計がその全部を負担することとなっているため、退職給付引当金は計上していない。

　職員の期末手当・勤勉手当の支給に備えるため、当事業年度末における支給見込額に
基づき、当事業年度の負担に属する額を計上している。

　職員の期末手当・勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当事業年度末にお
ける支出見込額に基づき、当事業年度の負担に属する額を計上している。

　債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を計上
している。

　貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して１年以内に償
還予定のものも含む）のうち、一般会計が負担すると見込まれる額は150,589千円である。

-16-



事 業 区 分

農業集落排水事業

２ 報告セグメントごとの営業収益等

当年度（平成29年4月1日～平成30年3月31日） （単位：千円）

農業集落排水事業 地域下水道事業 合 計

営業収益 67,690 6,352 300,516

営業費用 413,106 15,534 887,374

営業損益 △ 345,416 △ 9,182 △ 586,858

経常損益 △ 52,972 10 △ 86,463

セグメント資産 8,391,446 162,756 18,245,131

セグメント負債 8,390,902 145,227 17,818,843

その他の項目

  他会計繰入金 69,888 4,400 223,439

　減価償却費 283,532 5,112 596,359

　特別利益 － － －

　特別損失 － － －

   有 形 固 定 資 産 及 び 27,935 － 211,439
   無形固定資産の増加額

Ⅳ リース契約により使用する固定資産

１ 重要なリース取引の処理方法

Ⅴ その他の注記

１ 引当金の取り崩し

（１）賞与引当金の目的使用による取り崩し

（２）法定福利費引当金の目的使用による取り崩し

－

市街地の一部地区から排出される雨水を排除する業務

事 業 の 内 容

公共下水道事業
市街地及びその周辺地区から排出される汚水を排除する業務

183,504

公共下水道事業

149,151

307,715

－

農村地区から排出される汚水を処理する業務

地域下水道事業
緑が丘地区から排出される汚水を処理する業務

緑が丘地区から排出される雨水を排除する業務

226,474

　　当事業年度において、職員の期末手当、勤勉手当を支給するため、賞与引当金3,349
　千円を取り崩す。

458,734

△ 232,260

△ 33,501

9,690,929

　　当事業年度において、職員の法定福利費を支出するため、法定福利費引当金616千円
　を取り崩す。

　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準
じた会計処理によっている。

9,282,714
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